


システム名 概要

市町村防災行政無線 自営の無線網であるため、輻輳の危険性が低く、東日本大震災の際も津波警報や避難情報の主要な伝達手段
コミュニティ放送 停電時も電池式ラジオ、車載ラジオで情報が入手可能。災害情報だけでなく、パーソナリティの会話等で被災者に元気

を与えるような放送も可能
ページャー用周波数を活用し
たシステム

このシステムで利用する周波数は、回り込み特性や浸透性に優れており、気密性の高い住宅内部でも受信が可能であ
り、受信側は文字情報を音声に変換して再生する。自動起動の専用ラジオが必要となる

SNS(Facebook、Twitter) 市町村がアカウント登録して、災害情報、災害発生後の各種情報を提供可能。詳細情報掲載のホームページへ誘導
することも可能

自治体提供アプリ 市町村で運営されるアプリ。災害時の情報提供の他、平時には行政情報や観光情報の提供も可能
登録制メール 住民に事前にアドレスを登録してもらい、災害情報などをパソコン、携帯電話等に通常のメールとして伝送

システム名 概要

コミュニティ放送 停電時も電池式ラジオ、車載ラジオで情報が入手可能。災害情報だけでなく、パーソナリティの会話等で被災者に元気
を与えるような放送も可能

【災害発生直後】

【応急対応時間】

災害発生時からの時間経過（災害発生直後、応急対応期間、復旧・復
興期間）により、住民が必要とする情報の内容が変化します。情報の
内容に合った伝達手段を用いて発信することも重要です。
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【復旧・復興期間】
システム名 概要

コミュニティ放送 停電時も電池式ラジオ、車載ラジオで情報が入手可能。災害情報だけでなく、パーソナリティの会話等で被災者に元
気を与えるような放送も可能。放送局機材の無償貸出しを北海道総合通信局では行っています。

携帯電話網を活用したシス
テム

携帯電話網を利用いるため、概ね居住エリアをカバーしており、中継局等の構築が不要であることから整備費用を低
廉化できる。スマートフォン、専用端末、屋外スピーカーでの受信が可能

地デジを活用したシステム テレビからの情報入手が可能。データ放送の画面で情報を確認するが、ネット接続するとさらに情報量も多い
自治体提供アプリ 市町村で運営されるアプリ。災害時の情報提供の他、平時には行政情報や観光情報の提供も可能
SNS(Facebook、Twitter) 市町村がアカウント登録して、災害情報、災害発生後の各種情報を提供可能。詳細情報掲載のホームページへ誘

導することも可能
登録制メール 住民に事前にアドレスを登録してもらい、災害情報などをパソコン、携帯電話等に通常のメールとして伝送
避難所へのWi-Fi環境 この期間は、地域ごとの生活情報が必要となり、避難所にはスマートフォンを持参する住民も多く、住民が情報を選択

して閲覧する方法が有効となってくる ※スマートフォン等の充電環境も必要

臨時災害放送局用機器の無償貸出
コミュニティ放送局がない自治体には、臨時に小規模なＦＭ放送局を開局するための機材を無償で貸出しします。

周波数 76.1～94.9MHz

送信出力 10～100W

空中線系
アンテナ、伸縮マスト(1.3m～6m)、同軸ケー

ブル20m、ダミー抵抗（自然空冷式）

付属装置
マイクロフォン（スタンド付き）、ヘッド

フォン、電源ケーブル（ドラム30m)等

開局には次のような準備が必要です
放送機材 → 北海道総合通信局
番組素材 → 市町村からの避難・生活情報など
アナウンス → 地域の住民など
運用方法 → 道内のコミュニティ放送局など
運営費用 → 市町村
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○北海道内で市町村防災行政無線（同報系）、ＩＰ告知放送、コミュニティ放送等同報系の伝達
手段をいずれも整備していない自治体が３０市町村（16.8%）
○上記以外の住民への災害情報伝達手段については、自治体登録メールが４５％、Facebook、

LINE、Twitterも４割弱程度と、いずれも５割未満にとどまっている
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自治体情報提供アプリ※2

Twitter

LINE

Facebook

自治体登録メール※1

道内の自治体が導入している情報伝達手段

※１自治体登録メールとは
自治体独自にメールアドレス登録を行うホームページ等を設け、登録者に対
し防災情報をメールで提供する

※２自治体情報提供アプリとは
災害発生時において住民向けに避難情報・防災情報等を配信する機能を有し、
かつ自治体独自で提供しているアプリ

調査期間：R4.6～R4.7
調査手法：道庁経由で回答ファイルを各市町村に送付、同ルートで回収

道内の自治体が導入している同報系の伝達手段

北海道内の災害発生時の情報伝達手段の整備状況（北海道総合通信局調査） 4
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（参考）各情報伝達システムの特長等
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注 イニシャルコスト、ランニングコストなどの表に記載
した「◎」「○」「△」は、自治体の規模や整備する
設備の範囲などにより変化しますので、あくまで参考
としてください。



市町村防災行政無線（同報系）

イニシャルコスト ランニングコスト 停電対策 即時性 情報量 財政措置
△ ◎ ◎ ◎ ○ 有

【システム概要・特徴】
・屋外スピーカーや各世帯に設置された戸別受信機により情報伝達
・市町村庁舎と地域住民を結ぶ無線網で、地域住民に一斉伝送が可能
・戸別受信機は電池でも稼働するため停電時も有効
・全世帯への戸別受信機の設置、屋外スピーカーの設置、中継局、親局などの整備が必要で整備費用が大きい
・無線局免許及び無線従事者が必要

◎：良い、○：普通、△：課題あり
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市町村防災行政無線（移動系）の同報利用

イニシャルコスト ランニングコスト 停電対策 即時性 情報量 財政措置

△ ◎ ◎ ◎ ○ 有
(屋内受信機)

【システム概要・特徴】
・市町村が設置した基地局と車両等に設置した移動局等で相互通信を行うデジタル方式の移動通信システムを活用
・屋外スピーカーや各世帯に設置された戸別受信機により地域住民に一斉伝達可能
・無線局免許及び無線従事者が必要

◎：良い、○：普通、△：課題あり

戸別受信機
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コミュニティ放送

イニシャルコスト ランニングコスト 停電対策 即時性 情報量 財政措置

△ △ ◎ ◎ ○ 有
(自動起動ラジオ)

【システム概要・特徴】
・既存のコミュニティＦＭ局を活用し、一般のＦＭラジオや車載ラジオに一斉伝達可能
・役場から放送番組に緊急に割込む装置や電源がオフになっていても自動で受信できる自動起動付きラジオもある
（参考）コミュニティ放送等を活用した自動起動ラジオ地域事例集

https://www.soumu.go.jp/menu_news/s-news/01ryutsu12_02000084.html
・平時は通常のラジオ局として運営されるため、ラジオ局の運営が可能な人材が必要
・無線局免許と無線従事者が必要

◎：良い、○：普通、△：課題あり
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IP告知放送

イニシャルコスト ランニングコスト 停電対策 即時性 情報量 財政措置
△ ○ △ ◎ ○ 有

【システム概要・特徴】
・CATV、光ファイバ等に専用端末（ＩＰ告知端末）を接続し、放送形式で情報伝達を行う
・無線のネットワークよりも容量の大きいデータを送ることができる
・光ファイバが全世帯に配備されている場合の活用事例
・伝送経路である光ファイバが地震等により断線した場合は、情報が流れない

◎：良い、○：普通、△：課題あり
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MCA無線システム

イニシャルコスト ランニングコスト 停電対策 即時性 情報量 財政措置

◎ ○ ○ ◎ ○ 有
(屋内受信機)

【システム概要・特徴】
・タクシー会社や運送会社等の民間企業等が利用する無線網を活用し、地域住民に一斉伝達可能
・屋外スピーカーや各世帯に設置された戸別受信機により情報伝達
・通信サービス提供事業者の無線ネットワークを使用するため、比較的廉価に整備が可能
・月額利用料、無線局免許が必要、無線従事者は不要
・都市部及び国道等幹線道路沿いを中心にエリアを設けているため、通信可能エリアを事前に確認しておく必要がある

◎：良い、○：普通、△：課題あり
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ページャー用周波数(280MHz)を活用したシステム

イニシャルコスト ランニングコスト 停電対策 即時性 情報量 財政措置

◎ ○ ◎ ◎ ○ 有
(屋内受信機)

【システム概要・特徴】
・ポケベルの技術を利用した情報伝達手段で、通信サービス提供事業者の無線ネットワークを使用するため、比較的廉
価に整備が可能
・文字情報の伝送ではあるが、受信する端末側で音声に変換して再生する
・無線局免許は不要
・専用端末で受信するが、端末の電源がオフの場合でも自動的に電源が入り放送を聞くことができる
・役場ではＰＣで文字情報を入力、インターネット回線経由で配信局から衛星経由で送信所にデータを送信

◎：良い、○：普通、△：課題あり
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携帯電話網を活用したシステム

イニシャルコスト ランニングコスト 停電対策 即時性 情報量 財政措置
◎ ○ ◎ ◎ ○ 有

【システム概要・特徴】
・携帯電話網を活用し、携帯電話事業者の無線ネットワークを使用するため、比較的廉価に整備が可能
・住民所有のスマートフォンにアプリを導入することにより、防災情報を受信可能
・データ伝送は災害時に通信規制を受けにくいパケット通信を利用
・緊急速報メールとも連携した活用が可能
・屋外拡声装置の受信設備は、通信会社との利用契約が必要で、月額料が発生する

◎：良い、○：普通、△：課題あり
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登録制メール

イニシャルコスト ランニングコスト 停電対策 即時性 情報量 財政措置
◎ ◎ ◎ ◎ ○ 無

【システム概要・特徴】
・住民に事前にアドレスを登録してもらい、災害情報などをパソコン、携帯電話等に通常のメールとして伝送
・速報性があり通信事業者とのサービス利用契約で使用可能
・地域内在住者以外の方も登録できるため、防災以外の情報発信も含めて地域外への情報発信も可能

◎：良い、○：普通、△：課題あり
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